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第２部 詳細計画策定調査 

 

第１章 調査概要 

 
１－１ 調査団派遣の経緯 
ラオスの国家計画「第 6 次国家社会経済開発計画（NSEDP）2006-2010」では、教育をその重点分

野として位置づけ、教育改革を通じた人材開発の質的・量的改善を目標として掲げている。また教育

省は、2015 年までの万人のための教育（EFA）、2010 年までに初等教育純就学率 90%をそれぞれ達成

するべく、公正さとアクセスの改善、質とレリバンス（適切性）の改善、行政とマネジメントの改善

を開発の 3 本柱として、具体的な行動目標を設定している。これに呼応し、JICA ラオス国別援助実

施方針では基礎教育の充実を協力重点分野と位置づけ、教員養成機関の活用を念頭に置いて、教員の

授業実践力の向上等の学校現場での教育の向上を目指した協力を行うことを方針としている。2008
年に実施したプロジェクト形成調査においても、基礎教育分野における JICA の協力の方向性として、

アクセス、質、マネジメントの 3 つの課題の中で、教員の授業実践力の向上を中心とした協力を行い、

学校現場の教育の質の向上を目指すとしている。 
これらの背景のもと、JICA は 2004 年から 2008 年にかけて実施された理数科教員養成プロジェク

ト（Project for Improving Science and Mathematics Teacher Training: SMATT）において教員養成校（TEI）
の理数科教官の質の向上に取り組んできた。今回、この先行案件の成果を受けて、特に理数科分野に

おいて県・郡レベルで継続的に現職教員研修を実施できるような仕組み作りを目指すプロジェクトの

要請があったことから、そのプロジェクト・デザイン形成のため詳細計画策定調査が実施された。 
 
１－２ 調査団派遣の目的 
 調査団は、このプロジェクトの実施に向け、プロジェクト実施の妥当性を確認し、プロジェクト計

画の内容についてラオス側の合意を形成することを目的に派遣された。具体的な内容は以下のとおり。 
 
（１）ラオス政府のオーナーシップとコミットメント及びラオスがもつ現職教員研修モデルに対する

イメージを確認する。 
（２）SMATT（2004-2008）の終了時評価調査の結果を踏まえ、その後のラオス側で取り組んできた

活動等について確認を行う。 
（３）プロジェクトのフレームワーク（プロジェクト目標、投入、実施体制、活動計画、投入、プロ

ジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）等）について、ラオス側教育省関係者及び他ドナ

ーと協議、検討を行い、合意形成を図る。 
（４）プロジェクト開始までに行う作業及びそのスケジュールを確認する。 
（５）日本側、ラオス側双方で同意した事項をミニッツとして取りまとめ、署名交換をする。 
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１－３ 調査団の構成 

担当分野 氏名 所属 

団長 高島 宏明 ラオス事務所 所長 

教育計画 又地 淳 国際協力専門員 

協力計画 1 浅野 寿美子 人間開発部基礎教育第一課 職員 

協力計画 2 岩崎 真紀子 ラオス事務所 所員 

協力計画 3 Anolack Chanpasith ラオス事務所 ナショナルスタッフ 

評価分析 原 芳久 株式会社 VSOC 第二事業部 部長 

 
１－４ 調査日程 

2009 年 7 月 27 日（月）～8 月 20 日（木） 
（コンサルタント団員以外の団員は 2009 年 8 月 5 日（水）～8 月 20 日（木））（詳細は別添 1 のとお

り） 
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第２章 プロジェクト概要 

 
２－１ プロジェクト・デザイン 
本プロジェクトは、学校内における教員の学びあいの場である校内指導活動1（Internal Supervision）

を強化することにより、小学校教員の理数科目の指導力の向上を目指すものである。 
ラオスでは、慣習的に学校内で校内指導活動を実施する例も見られ、また、2007 年 1 月に発布さ

れた指導主事（PA）に関する大臣令で全国の PA に対して校内指導活動を推進することがうたわれて

いる。プロジェクトでは、このような背景を受け、校内指導活動の中でも特に授業研究による校内研

修に焦点をあて、校内研修で使用される教材を作成することと、校長及びアカデミック・ティーチャ

ー（AT）の校内研修マネジメント能力や指導法に関する知識や技能を強化することによって、この

ような既存の仕組みを強化することを図るものである。 
校内研修用教材としては、子ども中心の指導法を授業案として具現化した模範授業案、その授業案

に基づいて実施された授業について授業検討会を行う際の討議のポイント等が具体的に書かれたも

のを作成する。 
校内研修用教材については、2004 年から 2008 年までラオスで実施された理数科教員養成プロジェ

クト（SMATT）において能力向上の対象となった教員養成校（TEI）教官が中心となって作成するこ

とにより、これまでのプロジェクトの成果を活用しつつ、同時にこれら教官の能力の強化を図ること

を目指している。 
また、校内研修において主要な役割を担う学校長と校内指導教員のマネジメント及び指導技術に関

する能力を強化し、さらに上記の校内研修用教材の使用を通じて、校内研修の質を高めていくことが

期待される。 
校内研修マネジメントについては、学校長向けの校内研修の実施の方法について具体的に書かれた

マニュアルを作成し、校内研修マネジメントに関する研修会を行う。これに加え、既存の校長会等の

機会を活用し、優良実践例の共有や課題解決の方法等を話し合う場を年に数回程度設けることとする。 
 

２－２ プロジェクトの基本方針 
 本プロジェクトでは、プロジェクト目標を達成する過程を通して、プロジェクト活動の成果が、ラ

オス側の人材及び資金だけでプロジェクト終了後も持続されるような仕組みが構築されることを重

視する。したがって、特に以下の点に重点をおく。 
 
（１）教育省はもとより、対象県及び対象校の強いオーナーシップがプロジェクトの成功のための重

要な鍵となる。したがって、プロジェクトの基本方針として、自らの資源を動員してまでも、

校内研修の強化を通して指導法改善に取り組む意思をもつ県、郡、学校を選ぶことが前提とな

る。 
（２）また、教育省は対象県の経験を他州に、対象県は県内の対象郡の経験を県内の他郡に、そして、

対象郡は対象郡内のクラスターの経験を他クラスターに広げることが期待される。このように

プロジェクトは、他の地域へ広げるためのモデルづくりという性格をもつことから、プロジェ

                                                        
1 学校内指導活動は多岐にわたるが、校長や校内指導教員による校内指導活動、優秀な教員による模範授業の実施、

授業研究が主要な活動となっている。 
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クト期間中の対象校の拡大は段階的かつ慎重に行う。 
（３）校内研修、クラスター研修の実施にかかる費用は学校及びコミュニティからの支援でまかない、

県レベルの研修に関しては県政府が負担することを前提とし、既存の予算、もしくは、確実に

確保できる可能性の高い予算の範囲内で持続可能なモデルを開発することを目指す。 
（４）上記のようなラオス側の資源のみで持続可能な仕組みを構築するためには、既存の仕組みや既

存の施設を最大限活用する必要がある。したがって、既存の仕組みの質的側面の強化に重点を

おき、プロジェクトによって行われる投入は、基本的にはプロジェクト終了後もラオス側だけ

の努力によって維持可能なものに極力限定する。 
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第３章 調査結果 

 
３－１ 現地調査結果 
３－１－１ SMATT の残した成果 
（１）SMATT の成果について 

理数科教員養成プロジェクト（SMATT）は教員養成校（TEI）教官の能力向上に寄与し、ラオス教

育省はその効果を高く評価している。TEI 学長及び教官も、SMATT で習った指導法は、「いかにして

子どもを能動的に学ばせるか」という点で、これまでラオスの教育にはなかった方法であるとの評価

を示している。SMATT が実施される前には、いくつかのドナーが“New Teaching Method”あるいは

“Active Learning”という表現で、指導法に関する研修を支援したことがあったが、その内容は理論が

中心であり、理論を具体的に授業として組み立てるための手法についての内容は含んでいなかった。 
夏期休業中に行っている教員資格アップグレード研修（Teacher Upgrading Program、以下「アップ

グレード研修」）2の中でも、各講義の担当教官が SMATT で学んだ子ども中心の授業の考え方を紹介、

またはその手法を取り入れた講義を行っている。アップグレード研修は単位取得を伴うコースである

ため、国立ラオス大学が作成したカリキュラムに従う必要があり、内容を勝手に変更することはでき

ないが、可能な範囲で子ども中心の指導法について紹介しており、この手法を取り入れた講義につい

ては参加者の評価が高い。また、SMATT の成果品である指導書も、講義の中で活用されている。 
 
（２）SMATT プロジェクト終了時評価調査における提言に対する取り組み 

TEI 学長や教官は、現在も SMATT で学んだ子ども中心の授業法を高く評価し、TEI の授業に取り

入れるだけでなく、この指導法を小中学校の教員に広めたいという熱意をもち続けている。特に、サ

バナケット県 TEI の学長は教員教育戦略・行動計画（TESAP）に示された Strategy 5.3“Teacher education 
institutions will have a central role in reviewing the teacher education curriculum, organizing in-service 
training and upgrading programs with remote areas and ethnic groups prioritized in order to ensure 
professional and teaching standards. ”を引用し、「これからは TEI が現職教員研修もすべて責任をもたな

ければならない。私たちはその仕事を果たすために準備を進めていく」と語っていた。また、Output 
4.5 にある“Issue decree to make TEIs responsible for upgrading and in-service but not for exclusive 
provision. ”についても触れ、ここで計画されている教育省令が布告されるのを待っていると述べた。 
また、その実施のために TEI が県教育局（PES）や郡教育局（DEB）と協力・協調することについ

ては特に異論がなかった。これについてはパクセ TEI 学長も同様であった。ただし、現職研修の運

営は、基本的に PES が音頭をとって行うほうが、現場の運営は円滑に進むだろうという提案がなさ

れた。これは元々、現職教員の指導は PES と DEB が行うのが基本であることと、TEI 側はそれに応

えるリソースの立場をとるのが適切であろうという理解からである。したがって、研修の実施につい

ては、PES から TEI に対して正式な依頼書を提出し、これを TEI 学長が承諾するという手続きを踏

むべきとのことであった。また、具体的な研修の計画については、PES あるいは DEB 側から研修計

画立案のための依頼を出し、TEI 教官と PES、DEB のスタッフ、特に指導主事（PA）が共同で研修

計画を練ることが望ましいという発言もあった。加えて、PES から正式な依頼があれば、長期休業中

                                                        
2 無資格あるいは低資格の教員に対して行われる資格付与のための研修。 
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でなくても TEI 教官は講師として出かけることができ、月に 1～2 度の頻度であれば、代理講師を立

てることや、補講を行うことも可能とのことであった。長期的な予定を組むことができれば、たとえ

ば、PA とともに定期的にクラスターを訪問し、計画的に指導を行うことも可能である。  
SMATT 終了後も、TEI 教官の主体的な取り組みによるワークショップがいくつか計画されてきた

が、プロジェクト実施時と同様、資金不足により実際に行われたものはほとんどなかった。一方 TEI
の経費で行う毎年のワークショップ（教育経験の共有を意図したもの）には、近隣の小中学校教員や

他の TEI 教官を招く等して情報交換、意見交換の場として活かしている。また、教育省のカリキュ

ラム改編に伴う説明会（教員養成局が実施）等の折に、他の TEI の教官と会い、情報交換を行うこ

とができた。 
指導書も TEI の授業で活用されているが、新しい単元の追加は行われておらず、たとえば類似の

実験方法等の情報を補足している程度である。また先に述べたように、この指導書はアップグレード

研修のなかで紹介しているが、受講者の評価は高く、コピーを分けてほしいと言われることもある。 
教育実習生が行う「子ども中心の授業」に対する実習先の理解の低さについては、調査時にも依然

課題として残っていることが認められたが、TEI から実習生の受入れ校に対する説明を継続してきた

結果、以前よりも問題は小さくなっている。また、小・中学校のカリキュラムは基本的に子ども中心

の授業を実践することをうたっており、また教育省の開く会合の中でも折にふれ、その重要性を訴え

る等の指導が並行して行われているため、TEI としてはそれ以上の働きかけは行っていない。 
 
３－１－２ 現職教員研修の状況 
（１）教員の指導力について 
教員の指導力は、授業の質、ひいては教育の質を左右する重要な課題であるが、ラオスにおいては、

教員の能力はその資格（学歴）で測られるという傾向があり、指導している学校レベルに求められる

資格をもつことが、教員としての資質を証明するものと理解されている。しかしながら、これは必要

最低限の単位を履修したという証明にすぎず、これがすなわち教員の能力の高さを示すものではない

ことは明らかである。また、資格取得のための研修イコール現職教員研修である、という理解をして

いる教員や教育関係者が多く、必要な資格を取得してしまうと、その後の職能成長に関わる研修は用

意されていないというのが実情である。 
 
現場での聞き取り調査を通じて浮かび上がってきた課題には以下のようなものがある。 

①教員が必要な資格を取得していない。 
2002 年に施行された TEI の新カリキュラムでは、小学校教員については 11＋2、中学校教員につい

ては 11＋3 の養成課程を経ることが求められている3が、小学校教員については現在も、8＋3 あるい

は 5＋3 という資格の者も多い。このような低資格教員や無資格教員は、先に述べたアップグレード

研修を履修して必要な資格を取得することになるが、このコースを実際に参観した様子では、講師に

よる一方的な講義形式の授業が大半を占め、参加教員も授業に出席しさえすれば資格が与えられると

いった受け身の姿勢で臨んでいるように感じられた。したがって、このアップグレード研修は資格を

与えるという課題には応えるものの、以下②及び③にあげられるような授業の質に関わる課題に対し

ては、有効な対策となっていない。 

                                                        
3 TESAP では、2015 年を目標に、教員養成課程のすべてを 11＋5（学士レベル）にすることが計画されている。 
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②教科の内容を十分に指導できない。 
教員が自身の指導する教科の内容を十分に理解しておらず、そのため、教科書の内容をそのまま板

書し、それを生徒に暗記させる、ノートに写させるといった指導に陥っている。教員の知識が教科書

の範囲を超えることは難しく、算数等においては、教科書に載っている練習問題以外の課題を与える

ことは、教員自身がその解答に不安を覚えるため、ほとんど行われていない。聞き取りの中では、教

科書以外の練習問題を与えたいという教員もあったが、そのためには解答と解法の丁寧な説明が載っ

たテキストが必要とのことであった。 
このような実態の教員が、使用している教科書の誤りを見つける、不適切な表現を正す等の作業は

非常に困難であると思われる。したがって、教科書と指導書は正確な知識を、順序立てて指導できる

つくりになっていることが最低限保証されるべきである。 
しかし、現状は、教科書にはいくつか不適切なものが見受けられている（以下は、中学校 2 年生の

「自然科学」の例）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
これらの例は、いずれも大きな間違いとはいえないが、挿し絵が子どもの理解を助ける重要な手が

かりであることを考えると、細かな配慮が必要である。挿し絵の担当者は、この図は子どもたちに何

を読み取らせるためのものであるかを十分に理解して作成する必要がある。 
 
③子どもの学力を伸ばすような、効果的な指導を行えない。 
カリキュラムが求めるような子ども中心の授業法については、多くの教員が“new teaching method”、 

“active learning”という表現（いずれもドナーの指導による）で、知識としてはもっているようであっ

た。しかし、その具体的な技法としては、グループ活動を取り入れることという程度の理解にとどま

っている。中には“5-point star approach4”と答える者もあったが、その中で特に重要なものは具体物の

使用とやはりグループ活動との認識であった。 
問題を複雑にしているのは、子ども中心の授業が実践できない教員が多いだけでなく、グループ活

                                                        
4 効果的な指導のための 5 つのポイントを表している。その内容についてはさまざまな説明があるが、ラオスの教員

は、activities、group work、questioning、materials、relevance to daily life の 5 つをあげることが多い。 

水平投射の場合には、ボールの軌道を表す

点線は放物線で描き、特にボールが机の端

を超えた位置から落下が始まることを明確

に示す必要がある。 

対流の様子を示す矢印は、単に液体の回転を

示すのではなく、温められて液面まで上昇し

た液体が、液面に沿って移動し、冷えて再び

下降するプロセスを示す必要がある。 
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動を取り入れれば子ども中心の授業を行っているという錯覚や、具体物を用いて子どもが操作活動を

行えば子ども中心の授業を行っているという誤解をしている教員も同時に存在することである。これ

は、子ども中心の授業が何を目指して、どのように組み立てられなければいけないかという、指導法

の根幹が十分理解されないまま、教員たちの目に見えるグループ活動や教材の使用だけに意識が向け

られてしまった結果だと考えられる。その意味で、教員が、目指すべき子ども中心の授業の姿を明確

にすること、模範となるような子ども中心の授業を参観して、その具体的なイメージをつかむことが

重要であると考える。 
 
（２）現職教員研修の現状について 
①教育行財政について 
中央レベルの教育行政は教育省の任務であり、教育政策、教育制度、地方における教育活動の監督

と指導・助言を行うことになっている。2000 年の地方分権化政策の下で、各県に PES と DEB が設置

され、PES は県レベルの中学校及び教育省管轄下にない職業訓練校等を管理し、DEB は小学校、就

学前教育、ノンフォーマル教育を管理している。行政組織としては、DEB 以下に公的な組織は存在

しないが、教育省組織図には“Schools and Village Communities”が示され、また教育省令により村教育

開発委員会（Village Education Development Committee: VEDC）の設置が呼びかけられている。 
教育予算は、経常予算と投資予算から成り、経常予算は、財務省が、投資予算は計画投資省（Ministry 

of Planning and Investment: MPI）が管理している。このため、各県は経常予算を財務省に、投資予算

を MPI にそれぞれ申請し、国会承認を経た後、財務省から配分されることになる。県レベルでの教

育予算の流れは以下の 3 通りである。 
  ・教員の給与は、財務省から 
  ・教材・教具等の購入経費は、教育省の財務局から 
  ・学校建設や施設設備の維持管理は、県政府から 
ここに示すように、教員研修にかかる経費はそもそも確保されておらず、そのほとんどをドナーの

支援でまかなっており、これがさらに経常的な予算確保を促さないという結果につながっている。ま

た、県政府から教員研修にかかる経費を支出することは、現在の制度上不可能であるが、教育省と財

務省の間で了解され、公式な通達がなされれば、県政府から教員研修の経費を支出することは可能と

なるだろうとのことである。 
 
教育予算に関しては、県によってその配分に不公平がある。以下のようにプロジェクトの対象県の

ひとつであるカムアン県は、2007年時点で生徒 1人当たりの予算配分が全国で最も少ない県である。 
 

表３－１ 県別教育予算と生徒 1人当たりの教育予算（2007 年） 

県 教育予算（Kip） 生徒 1 人当たりの教育予算（Kip） 

ビエンチャン特別行政区 72,381,000 447.82 

ポンサリー 15,990,000 415.99 

ルアンナムタ 15,631,000 427.25 

ウドムサイ 22,566,000 321.33 

ボケオ 12,976,000 370.59 
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ルアンパバン 37,170,000 350.02 

フアパン 42,391,000 513.04 

サイアブリー 33,965,000 406.54 

シェンクワン 28,049,000 372.15 

ビエンチャン 61,974,000 535.49 

ボリカムサイ 20,842,000 327.21 

カムアン 24,140,000 287.66 

サバナケット 71,211,000 400.45 

サラワン 21,200,000 316.88 

セコン 9,445,000 394.17 

チャンパサック 52,529,000 398.35 

アッタプー 15,154,000 563.97 

平均 32,800,000 402.88 

出所：外務省「ラオス教育分野の評価報告書（2008）」 ※元データは School Census 2007-2008 

 
②教育行政研修、現職教員研修について 
調査時点で、ラオスにおいてはすべての教員に対して研修参加の機会を均等に保障する研修は行わ

れていない。主な理由は、現職研修を実施するための予算が十分に確保できないことのようであるが、

それ以前に教師が学び続けることの重要性や、養成課程とは異なる「現場教師に必要な知識と技術が

ある」という考え方が確立していないという印象を、聞き取りを通して受けた。そのために、ドナー

の支援で研修経費の確保ができた場合にのみ研修が行われ、内容的にもドナー側主導で行われる傾向

があると考えられる。 
現職研修は、必要な教員資格を付与する研修と資格付与のない研修とに分けられる。 
教員資格を付与するアップグレード研修と呼ばれる研修は、PES と DEB が、現場教師の保有する

資格と指導実践の状況に基づいて勧告するが、受講はあくまで本人の意志によって行われる（研修経

費は受講者の自己負担）。受講期間は 16 週から 22 週で、夏期休業中の 2 カ月にわたる集中講義を 3
年間継続することで資格が与えられる。基本的に TEI を会場に、TEI 教官が講師を務めるが、今回訪

問したカムアン県のように TEI のない県については、近隣の TEI 教官による毎週末の出張講義によ

って行う夜間コースを設定していた。これらの研修については、UNICEF や ADB、SIDA が支援を行

っている。 
資格付与のない研修には、複式学級に対する指導法の強化（ADB/AusAID支援によるBEGP/LABEP、

及び WB 支援による EDB-II）と、現在行われている中等教育の指導要領改編に伴う、その導入研修

（ADB 支援による BESDP）がある。 
教育省が行う研修の主管がどの組織になるのかは、支援するドナーがどこをカウンターパートとし

てプロジェクトを計画をするかによって決まっているのが現状である。よって、現職教員研修の責任

の所在が不明確になっているという課題がある。現在、教育セクター開発フレームワーク（ESDF）
及び TESAP を中心として、現職教員研修に関する体系作りが行われているが、いずれのガイドライ

ンも完璧に実施されているわけではない。 
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③教員の主体的な研修について 
各学校における研修は、校内研修と PA の訪問による指導が中心で、一部に他校との連携によるク

ラスター研修が実施されている。 
校内研修は、「一般教育に係るPAに関する教育大臣令（2009）」に基づく校内指導活動（Internal 
Supervision）に含まれており、授業研究の手法（指導案作成、模擬授業と参観、事後検討会）を用い

て、校長のリーダーシップの下で活動することが指導されている。これに対してPAは、外部リソー

スとして機能することが期待され、彼らの指導を外部指導活動（External Supervision）と表現する。 

PA の訪問は（彼ら自身の業務としては「モニタリング」と表現される）、PA1 人当たり年に数校程

度、特に指導の必要な学校に的を絞って行われている。内容は、学校運営やその課題に対する校長へ

の聞取りと、先に述べた授業研究に対する指導・助言が含まれる。PA 自身はもっと現場に出たいと

望む者が多いようであるが、学校訪問にかかる交通費の不足、また本来教員として現場での指導を行

っている者が大半であるため、訪問時間の確保が困難であることが問題となっている。 
クラスター研修については、クラスターに所属する教員が中心校に集まって授業研究を行っている

地域が一部存在するようであるが、大半は各校の校内指導教員が、訪問計画に従ってクラスター内の

学校を訪問し、授業に対する指導・助言を行っている。この活動も外部リソースによるものとして外

部指導活動のひとつとされる。 
なお、クラスター研修を行うための条件として、中心校に研修リソースセンターがあることが必要

であると訴える者が多かった。その機能は研修会場としてのみでなく、資料や教材の保管・展示場所

とのことであったが、センターがないと研修ができないという根拠は明確でなかった。また、これら

の研修も、地域によっては研修会場校までのアクセスが悪く、日当や交通費を支給されても参加しな

い教員が存在するとのことである。 
教員の給与は一般的にたいへん低く、小学校教員で平均 39 ドル/月、中学校教員で平均 45 ドル/月

と言われている5。政府も教員をはじめとする公務員が副業をもつことを認めており、そのため、学

校での授業の終了とともに副業に精を出す者が多く、放課後を使って校内研修を行う時間を確保でき

ない学校も多い。 
 

④ドナー支援による現職教員研修プロジェクト 
ラオス外務省の Foreign Aid Report 2005-2006 によると、2005 年度のラオス全体に対する援助総額

は 4 億 6,839 万ドルであり、うち教育分野に対する援助額は 5,134 万ドル（約 11％）となっている。

このうち二国間援助は約 66％を占め、その内訳は以下のようになっている。 
  

表３－２ 教育分野に対する二国間援助実績（2005 年） 

国 支援額（百万 USD） 割合（％） 

ベトナム 8.12 23.83 

日本 5.26 15.43 

オーストラリア 5.11 14.99 

スウェーデン 4.50 13.20 

韓国 4.33 12.71 

                                                        
5 “Teaching in Lao PDR (March 2008, World Bank) ” 
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フランス 1.72 5.05 

中国 1.46 4.28 

ノルウェー 1.03 3.02 

ベルギー 0.77 2.26 

ルクセンブルク 0.73 2.14 

ドイツ 0.68 2.00 

ニュージーランド 0.36 1.06 

タイ 0.01 0.03 

フィンランド 0.00 0.00 

合計 34.08 100.00 

出所：Ministry of Education(2006) “Foreign Aid Report 2005-2006” 

 
小学校レベルへの支援は、日本をはじめ、ADB、WB、EU、AusAID、SIDA、AFD、UNICEF、UNESCO、

WFP 等多くのドナーが支援を行っている。本調査時点で実施されている基礎教育分野のプログラム

には以下のようなものがある。 
 

表３－３ 各ドナーによる基礎教育分野プログラム一覧 

プログラム 
支援機関 
（教育省 
担当） 

内容 対象地域 期間/支援額

ABEL 
Access to  
Basic Education 
in Laos 

UNICEF 
AusAID 
WFP 
 
（DPC） 

・子どもたちに健康、栄養等の総合

的支援を行う 
・給食（WFP） 
・給水・衛生施設、衛生教育、教員

研修（UNICEF） 
・ プ ロ グ ラ ム へ の 財 政 支 援

（AusAID） 

北部 3 県 
（ルアンナム

タウドムサイ 
ポンサリー） 

2005～2010 
11.0 M ドル 

BENC 
Basic Education 
Development 
Project in 
Northern 
Communities 

EC 
 
（DPPE） 

・不完全校の完全校化 
・現職教員研修 
・住民参加による教育の質の向上 
・地方レベルでの教育マネジメント

の改善 

北部 3 県 
（ルアンナム

タウドムサイ 
ポンサリー） 

2004～2010 
6.4 M ユーロ

（うち、0.4 M
ユーロはラ

オス政府） 

BESDP 
Basic Education 
Sector 
Development 
Program 

ADB 
 
（BSE） 

・学校建設 
・中学校カリキュラムの改編 
・新カリキュラムに関する教員研修

・教科書、指導書の配布 
（改訂版教科書、指導書は右記 6
県、現行教科書、指導書は全国） 

アッタプー 
チャンパサッ

ク 
サバナケット 
カムアン 
ルアンナムタ 
ボケオ 

2007～2012 
21.6 M ドル 
（借款 8.9 M
ドル 
無償 12.7 M
ドル） 
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EDP-II 
The Second 
Education 
Development 
Program 

WB 
 
（DPI） 

・コミュニティによる学校建設 
・コミュニティグラント（各学校に

年間 300 ドル程度を支給、VEDC を

中心に、教科書、ノート、制服等を

購入） 
・複式学級指導にかかる教員研修 
・教科書、指導書の配布 
・教育省の指導能力向上 

6 貧困県の 19
最貧困郡 
（ポンサリー 
ルアンナムタ 
ウドムサイ 
フアパン 
セコン 
アッタプー） 

2005～2010 
13.5 M ドル 

EQIP-II/ 
TTEST 
Second 
Education 
Quality 
Improvement 
Program/ 
Teacher Training 
Enhancement 
and Status of 
Teachers  

ADB/ 
SIDA 
 
（DTE） 

・小学校建設 
（ボケオ、ルアンパバン、サイアブリー、サバナケ

ット） 
・現職研修（Upgrading Program、子ども中心） 
（ビエンチャン、チャンパサックの全県） 
（サラワン、ルアンナムタ、シェンクワンの一部） 
・TEI のカリキュラム改編、テキスト改訂 
（全 TEI） 
・教育省の能力向上 

2002～2010 
37.6 M ドル 
（ADB 借款

20 M ドル 
SIDA 無 償

9.6 M ドル 
ラオス政府

8.0 M ドル）

注： M は 100 万（million）を指す。 

 
３－１－３ 調査結果のまとめ 
ラオスの教員及び教育関係者の現職教員研修に対するイメージは、ドナーの支援による単発的な、

時間も場所も指定されたひとつの行事であるということが読み取れた。つまり校内指導活動として行

われている校内研修を、現職教員研修のひとつであると認識する者はほとんどいないようである。 
JICA を含む多くのドナーが子ども中心の授業を支援する研修を行ってきたが、その呼び方も

“student-centered”、“learner-centered”、“child-centered”、“active learning”、“the new teaching method”等
さまざまで、その意味合いも各ドナーの指導により少しずつ異なっている。共通する部分としては、

児童・生徒活動を取り入れること、教材（具体物）を用いて指導すること、の 2 点であるが、このふ

たつを取り入れれば子ども中心の授業になるという誤解をしている教員が数多く見受けられる。 
教員の、特に子ども中心の授業を行うための指導力不足の原因としては、教科内容の理解不足と、

指導法の理解不足及び練習不足があげられる。まず教科内容の理解が不十分であることについては、

子ども中心の授業を行うためには、対象となる子どもたちの実態にあわせて単元の内容に工夫を加え

て提供しなくてはならない。このため教員は、単元をさまざまな角度から分析し、その内容を十分に

理解している必要がある。これに対処するには、教員の理解不足がどの単元のどの部分に多く、それ

がどのような原因（つまずき）で起こっているのかを分析する必要がある。 
指導法の理解不足及び練習不足については、ラオスの教員は、子ども中心の授業法を単に技術とし

てみなすきらいがあり、そのため先に述べた児童・生徒活動を取り入れることや、具体物を用いるこ

という目に見えるものにばかり着目し、本来意味するところである「子どもの主体的な学びをどう引
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き出すか」には考えが及んでいない。さらに、指導法を上手に学ぶ研修機会や適切な自習教材等が不

足していることがあげられる。教室が研修の場であること、毎日の授業が研修の場となることを教員

に理解させ、学校レベルで実践できる質の高い教材の提供や、さらにこれらを指導する校長、校内指

導教員、PA 等の指導力を向上させることも重要な課題となってくる。 
プロジェクトの協力を通して、子ども中心の授業法は、授業に対する考え方そのものの転換である

ことを教員に理解させ、具体的な実践方法を指導し、練習の機会を多く与える必要がある。 
 
３－２ ５項目評価 

本調査は、プロジェクトの計画内容の適切さを判断するものであり、プロジェクトの組み立てが論

理的であるか、目標や活動が明確に示されているかを手がかりに、特にプロジェクト実施の妥当性に

対する評価を行った。 

 

以下に示す視点から評価した結果、プロジェクトの実施は適切と判断された。ただし、評価は予測

や見込みに基づいており、必ずしもプロジェクト目標の達成を保障するものではない。特にラオス政

府による適切なカウンターパートの配置と、これらの人材が円滑にプロジェクト活動を行うための経

費確保を条件として、協力を実施することが適切である。 

 
３－２－１ 妥当性 

 本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が高いと認められる。 

（１）ラオスの政策との整合性 

・ 「第 6 次国家社会経済開発計画（NSEDP）2006-2010」等の政策文書は、質の高い教育の提供に

よる人的資源の開発を強く訴え、高い指導力を備えた教師を育てることを重視している。この実

現のため教育省は、校内研修を基盤とする校内指導活動（Internal Supervision）の普及を推奨し、

学校現場における取り組みが始まったところである。しかし、効果のある授業研究の方法や他校

のモデルとなるような校内研修の仕組みはいまだ出来上がっていない。 

授業研究を中心とした校内研修により小学校教員の理数科指導力の向上を促す本プロジェク

トは、ラオスの政策に合致し、さらに校内指導活動の強化・定着を促進するものと期待できる。 

・ 「教員教育戦略・行動計画（TESAP）」（2006）では、継続的な職能向上の戦略として、TEI、
PES、DEB、PA、校内指導教員等からなる Professional Development Network（PDN）の構築をう

たっているが、具体的な組織作りは進んでいない。 

プロジェクトの取り組みは、TEI、PES、DEB を巻き込んだ現職研修の仕組みづくりを促進す

るものであり、ラオスの教員教育戦略に合致する。 

・ 現行の小学校及び中学校のカリキュラムは、これまで教師主導の指導を行ってきた教員に、子ど

も中心の授業への転換を促している。この授業法については、ここ 10 年ほどドナー（UNICEF、
ADB、SIDA 等）の支援によって指導がなされてきたが、理論中心の研修であったためか、目に

見える変化・効果は認められていない。 

SMATT の成果である子ども中心の授業の実践的手法を指導する本プロジェクトは、この課題

に対する答えを提供するものである。 
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（２）日本の援助政策との整合性 

・ 外務省「対ラオス国別援助計画（2006）」によれば、日本政府は基礎教育の充実を援助方針に掲

げ、教育マネジメント及び教育へのアクセスの改善と並んで、教育の質の向上を目指している。

このため、特に教員に対する研修の継続が明記されており、現職教員研修の強化を狙う本プロジ

ェクトは、日本の援助政策に合致している。  

また、JICA 理数科教育協力の方針6は、子ども中心の授業の実践を目指すことと、教師の実践を変

えることに焦点をあてており、そのアプローチとして指導計画（学習指導案）の導入・定着と授

業研究による研修の質的向上を掲げている。本プロジェクトの手法は、まさにこの JICA 理数科教

育協力のアプローチを実践するものであり、その支援方針と一致している。 

 

（３）現場のニーズ 

• 小学校教員は、カリキュラムが求める子ども中心の授業に対する理解がまだ浅く、グループ活動

を取り入れる、子どもたちに作業をさせるといった表面的な活動を取り入れれば、子ども中心の

授業となると誤解している。子どもたちが主体的に学ぶという本当の意味での子ども中心の授業

を実践するためには、その理論のみでなく模範的な子ども中心の授業を参観する、単元ごとに指

導のポイントを学ぶ等の取り組みの中で、子ども中心の授業の具体的なイメージを構築していく

必要がある。 

• 教育省の働きかけで、校内指導活動やその中で授業観察を行うことが求められているが、その効

果的な運営や実施方法について十分に理解されているわけではない。このため、教育省の期待ど

おり継続できない、あるいは十分な質を伴わないという問題が生じている。 

校内研修の指導者である校長及び校内指導教員に対して、研修の指導技術の向上を促す本プロジ

ェクトは、校内研修の質を向上させ、そこで取り組む授業研究を通して、子ども中心の授業の定

着を図るものであり、これらの取り組みは、学校現場のニーズに合致した支援であると認められ

る。 

 

（４）手段の適切性 

・ SMATT プロジェクトを通じて子ども中心の授業の実践的手法を身につけた TEI 教官は、この授

業法を自身の講義で継続的に指導している。また教官たちは、この手法の小中学校への普及が必

要であると強く感じていながら、経済的な問題から十分な支援活動が行えていない。 
TEI 教官を指導者として活用する本研修の仕組みは、SMATT プロジェクトの成果を活かすのみで

なく、人的リソースの有効な活用という適切性が認められ、その効果が期待できる。 

・ 本プロジェクトが小学校教員を対象とする根拠としては、小学校レベルではすでにクラスターが

構築されており、一部地域では授業観察やそれに基づく意見交換を通して、地域の教員が共に学

ぶ活動が始められていることがあげられる。 

校内研修及びクラスター研修を通じて教員の指導力向上を図る本プロジェクトは、教員の研修活

動を後押しし、さらに質的な向上を促すことが期待できる。 

・ 中学校教員に対する研修については、調査時点において中学校レベルのクラスターが存在しない

ことや、中学校のカリキュラム改編が進行中であることから、まずは小学校レベルのよい事例を

                                                        
6 「理数科教育協力にかかる事業経験体系化研究会報告書（2007 年 3 月）」にまとめられている。 
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立ち上げ、それを中学校に適応することが望ましい。したがって、小学校での実践の進捗を注視

しながら、中学校教員に対する研修の開始時期を検討するものとしている。 

・ 他ドナーの協力と比較した場合、本プロジェクトはその支援内容において一部重複が認められる。

たとえば、教育の質向上プロジェクト フェーズ 2（アジア開発銀行）/教員養成・教員の地位向

上プロジェクト(Second Education Quality Improvement Project / Teacher Training Enhancement and 
Status of Teacher Project: EQIP-Ⅱ/TTEST（ADB/SIDA、2001-2010）)が“active learning”と称して子

ども中心の授業の理論を中心に指導していることや、UNICEF がクラスター研修を支援（2006 年

に終了）する中で“new teaching method”として子ども中心の授業を紹介し、またこの授業を評価す

る PA に対して、これら授業観察の視点を指導してきたことがあげられる。 

 しかし、本プロジェクトが手がける研修では、単元ごとに、子ども中心の授業の具体的な実践方

法を指導することを計画しているため、他ドナーの支援の成果が先行知識として有効にはたらく

ことが期待される。実際に SMATT プロジェクトの期間中、TTEST トレーナーを兼任する TEI 教
官が、TTEST の研修で SMATT の成果を紹介したところ、その指導が TTEST 関係者からも評価

されてきたという実績がある。したがってプロジェクトの取り組みは、教員が子ども中心の授業

を具現化するための技能を身につける取り組みとして、他ドナーの支援を活かし、相乗効果を生

むことが期待できる。 

 

３－２－２ 有効性 

本プロジェクトは、以下の理由から成果の発現及びそれに伴うプロジェクト目標の達成が見込まれ

る。 

・ プロジェクト目標である「対象小学校において理数科の指導法が改善される」の達成度は、指導

案作成能力の評価及び授業実施能力の評価の 2 つの指標によって測定する。これらの評価は、TEI
教官の指導を受けた校長と校内指導教員が、日常の研修活動の一部として行うため、指標に関す

るデータ入手のための特別な経費はかからず、かつ継続性が認められる。さらにこの評価は、対

象地域全体で共通の評価方法と評価フォーマットにしたがって行うことが想定されており、教員

の能力の客観的な把握が行われるものと期待されることから、信頼性が認められる。なお、指導

案の評価基準、授業実践の評価基準の設定は、プロジェクト開始後のベースラインサーベイに基

づき、実際の教員の能力を反映して行うことを計画している。 
・ 3 つのプロジェクト成果はそれぞれ、組織・運営、人的資源、研修教材という研修実施に欠くこ

とのできない要素7から構成されており、それぞれの成果が十分に達成されることで、研修活動が

継続的に実施され、その結果としてプロジェクト目標が達成されるものと期待できる。 
一方、研修実施にかかる経費については、本調査時点で明確な財源が確保できていない。プロ

ジェクトでは学校レベル、クラスターレベルの研修においてはコミュニティの支援が、また県レ

ベルの研修においては、PES による財源確保（または県政府の支援）が期待されているが、これ

についてはプロジェクト開始後、あらゆる可能性を考慮して、研修が円滑に実施されるような予

算確保を工夫する必要がある。 
・ プロジェクト対象校の選定は、校長のやる気と研修の準備状況（研修計画の策定、研修経費の確

保等）に基づいて決定されるため、円滑な研修実施を期待できる学校が優先的に選ばれることに

                                                        
7 研修実施に必要な 4 つの M（Manpower、Material、Money、Management）のうち、3 つを強化することが成果として

掲げられている。 
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なる。この戦略は、モデル構築を行う上で効果的である。 
・ プロジェクトは、教員の授業力向上に有効な授業研究の手法（授業計画、授業実施と参観、事後

検討会）を中心に据えており、この効果を十分引き出すための校長向け研修や PA による訪問指

導を組み合わせている。この手法は、教員の授業力向上への取り組みとしては一般に効果が認め

られることから、十分な質を備えた校内研修を継続することで、その効果の発現が十分に期待で

きる。 
 
３－２－３ 効率性 

 本プロジェクトは、以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

・ プロジェクトは既存の組織や人的資源を最大限に活用するようデザインされており、新たに大規

模な投入を行う必要がない。プロジェクトの働きかけは、以下のような既存の資源を適切に関わ

り合わせ、研修活動を効果的に継続する仕組みを作ること、またこの研修が教員の授業力向上を

促すものとなることを支援するものである。 

1）校内指導活動（Internal Supervision） 
教育省就学前・初等教育局（Department of Primary and Pre-school Education: DPPE）が校内指

導活動についてのテキストを作成し、ドナー（EQIP-Ⅱ/TTEST）の支援で印刷、配布を行って

いる。また同ドナーの支援で全国の TEI 教官に対して、この活動に関する指導を行った実績が

あり、さらに教育省は School of Quality8活動のひとつに盛り込み、すべての学校が取り組むよう

促している。また、PA がこの活動を支援すべきであることが「一般教育に係る PA に関する教

育大臣令（2007）」に示されている。 

2）クラスターシステム 

クラスターシステムはドナー（UNICEF）の支援で 2001 年に導入された。しかし、クラスタ

ー編成に無理があった（一部のクラスターは、地理的に大きな区分けをしてしまったため、教

員の移動が困難であった）ことや、研修経費をすべてドナーが負担したため、その終了と同時

に、多くのクラスターで活動が停止した等の課題を抱えている。一部の郡や県の中心部におい

ては、その地理的条件のよさから継続しているグループも存在する。 
3）TEI 教官 

先行案件である SMATT において養成された TEI 教官たちは、子ども中心の授業法を継続的

に指導しており、TEI の中には教育実習前にこの授業法について集中講義を行うところもある。

さらに TEI 教官たちは、この授業法が小中学校の現場に必要な技能であるという認識を持って

おり、自主的な研修活動を通して小中学校への普及を目指してきたが、経費負担の問題から、

この普及活動は TEI 近隣のごくわずかな小中学校にとどまっている。 
4）学校をとりまくコミュニティ 

ラオスでは伝統的にコミュニティが学校を支援する慣習があり、本プロジェクトについても、

調査期間中に確約は得られていないが、コミュニティに研修経費を負担してもらうことが期待

されている。また政府の方針として VEDC の設置を呼びかけていることから、今後、学校に対

するコミュニティの支援が拡大・強化されることが期待できる。 

 

                                                        
8 教育省が定める学校基準（ミニマム・スタンダード） 
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・ 成果の達成度を測る指標は、それぞれについて複数用意されており、研修の量と質の両面からそ

の向上を測ることが想定されている。特に成果 2 については、人材強化の対象となる校長、校内

指導教員及び PA のそれぞれについての能力の向上を測るため、7 つの指標が用意されているが、

その根拠となるデータは、毎回の研修会で行う評価活動の結果を基にしている。したがって、デ

ータの入手のための特別な活動を必要とせず、データ収集が確実に行えるよう配慮されている。 
・ プロジェクトを運営・管理する組織については、本調査時点において、その構成員、役割と責任

分担について詳細に定められていはいない。今後、ラオス側関係機関との協議を通じて明確にし

ていく必要がある。 

 
３－２－４ インパクト 

本プロジェクトの実施によるインパクトは以下のように見込まれる。 

・ 上位目標「対象県の授業の質が向上する」は、適切な質を維持した研修を継続的に実施すること

により、プロジェクト終了後 3 年から 5 年で確認できると見込まれる。授業研究はその研修効果

の高さが認められ、教員研修の手法として多くの国で実践が始まっているが、その効果を発揮す

るには、研修の質の管理と継続的な実施が条件となる。したがって、TEI 教官からのインプット

や PA によるモニタリングを十分に行う等、研修の品質管理が重要な課題となる。 
・ 毎回の校内研修で用いる研修用教材を製本し、プロジェクト対象郡内のすべての小学校に配布す

ることを計画しているが、これにより、これらの学校でも子ども中心の授業への興味喚起を図り、

自発的に校内研修の質的改善が起こるという副次的な効果を期待できる。一方、このようなイン

パクト実現のためには、教材は校内研修の質をコントロールできるような品質（外部からの指導

がなくても、ある程度、研修会の質を確保できるもの）を備えることが条件となり、本教材の作

成においては TEI 教官の能力や経験を十分に教材に反映させる必要がある。 
・ プロジェクトは、TEI 教官を指導者として授業実践について研修を行うため、TEI 教官が現場教

員の実態、学校現場の実情を把握する機会となりうる。これらの情報は研修教材や研修の指導内

容に反映されるだけでなく、TEI の授業を現場の実態に即したものに変えていく手がかりとする

ことができる。これにより、プロジェクトが教員養成課程と現職教員研修を橋渡しする役目を担

うことが期待される。 
・ プロジェクトの実施を通して、これまで理論的、あるいは表面的にしか理解されてこなかった子

ども中心の授業についての具体的な実践方法の定着が期待されているが、この成果は他ドナーの

支援との相乗効果を生む可能性が高い。また、これを通して、これまでさまざまな表現や説明で

紹介されてきたこの指導法の統一的理解がなされるものと期待できる。 
・ 負のインパクトとしては、特に対象校以外の学校で、配布された研修教材が正しく用いられない

場合に起こる、誤った「子ども中心の授業」の広まりが懸念される。また、インパクトではない

が、研修の品質管理が十分に行われない場合に起こる研修のマンネリ化等により、参加者の意欲

が削がれ、研修離れが起こりうる。校長や校内指導教員、さらに彼らを指導する PES、DEB 職員

と TEI 教官には、参加教員に対して常に魅力ある研修、効果を実感できる研修を提供できるよう

努力することが求められる。 
・ プロジェクトの規模9は、3 年間で約 900 名の教員を研修し、彼らを通じて約 2 万 7,000 名の生徒

                                                        
9 1）第 1 年次はパイロット 3 県の各 3 郡で 2 クラスターずつ開始する。 
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が裨益する。 
  有効性の欄でも触れたが、まずはやる気のある学校を対象とするパイロット事業として研修を

開始し、効果を実感できる研修モデルを立ち上げることを目標とする。そのため、プロジェクト

規模を比較的抑えた形で、十分な質を保ちながらプロジェクト運営を行う。 
 

３－２－５ 自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性は、政策面に関してはほぼ問題はないと思われる。一番の課題と予想

されるのは財政面であり、調査時点ではラオス教育省側から特段問題があるとの指摘はなかったもの

の、研修経費の負担に関する約束はどの組織とも交わしておらず、この問題が解決されない場合、自

立発展性以前に、プロジェクトの実施自体が効果的になされない恐れもある。 

（１）政策面 

・ 教育省は校内指導活動や School of Quality 等の方針において、学校レベルでの継続的研修活動の

重要性を訴えており、授業改善の手法として、今後も授業研究を中心とする校内研修が推進され

る可能性が高い。 
・ 妥当性の欄で述べたとおり、小学校のカリキュラムでは明確に子ども中心の授業への転換を求め

ている。今回のカリキュラム改編においてもそれが継承されており、指導法改善に関する方向性

については大きな変更がないものと期待できる。 

 

（２）技術面 

・ プロジェクトでは、研修運営の技能や子ども中心の授業を実施する技能を特定の個人に残すので

はなく、中央、県、郡、学校のそれぞれのレベルにおいて、研修運営に責任をもつ組織や人、研

修内容に責任をもつ組織や人に対して成果を残すよう働きかけることが計画されている。これに

より、組織としての能力強化が行われ、移転された技術が組織記憶として残ることが期待される

とともに、ラオス教育界の共有の財産として他ドナー等による活用も期待される。 

・ 校内指導活動は、文字どおり学校ごとの努力により継続が可能である。しかし、その品質向上の

ための取り組みがしっかりと行われない場合には、マンネリ化を起こして効果の上がらない研修

となる危険がある。 

 

（３）組織面 

・ プロジェクトは、複数の組織を横断する管理チームを設置しているため、構成員のそれぞれが自

身の役割をよく認識し、互いに協力して機能を果たすことが求められる。この努力を怠った場合、

プロジェクト運営が円滑に行われない恐れがある。 

 

（４）財政面 

・ プロジェクトのデザインは、研修経費をできるだけ抑えて実施できるよう工夫しているが、経費

ゼロでは研修は行えない。そこで、比較的経費負担の小さな校内研修やクラスター研修について

                                                                                                                                                                                   
2）各クラスターは平均 4 校による構成と仮定する。 
3）2 年次は同郡内で 2 クラスターずつ拡大、また 3 年次は同県内の新規 1 郡へ拡大する。 
（調査時点のプロジェクト計画に基づく試算であり、今後変更の可能性があることに留意。） 
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は、コミュニティによる負担を考えている。また政府は今後、VEDC の設置を推進する方向であ

り、教員研修の経費をコミュニティの支援でまかなうことのできる可能性が高まると思われる。

しかし、VEDC は、本来、学校に対する経済的支援を行うためものではなく、学校全体の教育活

動に支援を行うことが期待されているため、調査時点では、コミュニティがどの程度まで研修経

費の負担を行うかについて明確にはなっていない。今後の啓発活動と調整によりこの支援を確実

なものにしていく必要がある。 

・ プロジェクトの要となる活動は、TEI 教官や PES による校長及び AT 向けのワークショップであ

り、この活動が各クラスター、各学校の研修の質を左右することになる。ここにかかる経費負担

は PES に期待されているものの、彼らが経費の工面をできない場合には、研修自体の継続が危ぶ

まれることになる。 
 
今回の聞き取り調査の中では、研修経費の財源について、EFA ファスト・トラック・イニシアテ

ィブやナム・トゥン 2 ダム10への関係者の期待がうかがえたが、現時点でこれらについては確約がな

い。また今後、これらの獲得を目指していくのであれば、教育省内でのプロジェクトの知名度を高め、

成果を広める活動等を積極的に行っていく必要があろう。 

 

                                                        
10
ラオス中部のナム・トゥン川にダムを建設し、発電量1070MW のうち995MWをタイに輸出し、残り75MW を国内

で利用する計画。世界銀行、アジア開発銀行が資金協力を実施。 
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第４章 特記事項（実施上の留意点） 

 
４－１ 継続性の重視と成果発現に時間を要することへの共通理解 
校内研修は、外部者が実施する研修会等の外部からの投入によって革新的な変化を意図するもので

はなく、現場レベルでの実践を継続的に行うことにより漸次効果が現れることを期待するものであり、

地道な改善を積み重ねるアプローチである。したがって、現場教員の指導方法に効果が現れるために

は、ある一定の期間、校内研修を繰り返し行うことが必要であること、具体的には、少なくとも 2
カ月に 1 回程度の頻度で数年繰り返すことによって初めて効果が期待できるものであることを関係

者間で共有しておくことが肝要である。 
 
４－２ 活動資金の確保 
クラスターレベルの活動費の確保と、県が郡教育局の指導主事（PA）や学内指導教員に対して行

う年 2 回の研修会の開催費を確保することが、プロジェクトのモデルの継続性を確保するために不可

欠となる。したがって、学校は、コミュニティからの支援を含め、学校活動に関する必要経費をまか

なうことのできるポテンシャルをもっていることが重要である。対象校を選定する際、これらの条件

を満たす県、郡、学校を選ぶ必要がある。 
 

４－３ 異なる部局間の連携の重要性 
校内研修用教材の作成を行う教員養成大学は教員養成局の管轄、校内指導活動やクラスター活動は

初等教育局が管轄している活動であり、ひとつのプロジェクトに関してふたつの異なる業務系列の関

与を必要としているため、両者の連携が特に重要となる。この協働の仕組みを国、県、郡のそれぞれ

のレベルでどのように作っていくかが鍵となるため、そのような協働を具体的に進めるための機会を

取り入れることが重要である。たとえば、計画作りから県教育局（PES）と教員養成校（TEI）が共

同で行う等、そのための具体的な方法をプロジェクト内に取り込んでいくことが必要である。 
 
４－４ 子ども中心の授業を実際に見る機会を設ける 
授業法を改善するには、目指すべき授業法を具体的にイメージすることが不可欠であるため、新し

い授業法を取り入れた実践授業例を、教員自身が見る必要がある。そのためには、まずは、郡指導主

事、学校長、校内指導教員等が子ども中心の授業の実践例を直接見る機会を設けることが必要である。

次に、それらの関係者の中から人材を発掘し、郡レベルで子ども中心の授業を実践できる人材を育成

することが必要となる。そのためには、校内指導教員や校長に対して実施される定期的な研修の機会

に、過去半年に行われた授業実践の中から優良事例を選び発表しあう等、優良実践例を共有する機会

を設けることが重要である。また、優秀な教員を発掘し、表彰する仕組み等も考慮していく必要があ

る。 
 
４－５ 現場で使いやすい校内研修用教材の作成 
校内研修用教材は、具体的な授業案（授業を行う上での留意点を含む）と、その授業案に基づいて

授業を実施した後に行う授業検討会での討議で議論を活性化させるための重点項目が書かれている

ものを作成する予定である。研修用教材は、日本人専門家の助言を受けながら教員養成校が作成する。
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作成された校内研修用教材は、対象校で使用された後、使用した教員からの意見を基により現場の状

況に即したものに改善する。それを１年分まとめて製本し、他校でも使える校内研修用教材とする。

この過程で、教員養成校教官が理数科教員養成プロジェクト（SMATT）で習得した技術や知識が活

用され、同時に強化されることが期待される。 
 

４－６ モニタリング活動を重視 
今回の調査では、ワークショップや研修を受けた後のモニタリングの重要性が多くの関係者から指

摘された。プロジェクトでは、費用のかからないモニタリング活動が可能な体制の構築を目指し、中

央や県からリソースパーソンを招聘することなくクラスターレベル、郡レベルでモニタリングが可能

になるよう、現場レベルでのモニタリング機能を強化することを計画している。そのために、クラス

ターレベルでは、校内指導教員、学校長、PA（検討中）からなるクラスター技術支援チーム、郡レ

ベルでは、校内指導教員、学校長に加え、PA、中等学校教員等から構成される郡技術支援チームを

組織し、郡、クラスターレベルに複数のリソースパーソンが育成されることを計画している。このよ

うなリソースパーソンが、TEI 教官による研修に参加することにより、能力強化を図る。 
継続的なモニタリングの仕組みとしては、郡レベルの校長会等の既存の仕組みを活用する。また現

場での授業モニタリングを強化するために、具体的な視点や手順を盛り込んだツールを作成すること

が必要である。 
 
４－７ 実践と経験共有の機会を通した郡 PA の能力強化 
現場での指導に対して影響力をもち、実際に学校を訪問する郡レベルの PA が新しい指導法を理解

していることが、新しい指導法が学校レベルで普及するための前提となる。今回の調査で判明したこ

とは、郡レベルの多数の PA に対してはこれまでにも多くの研修が行われているが、本業に割く時間

が不十分であり、習得したことを実践する機会が少ないことこそが問題であるということであった。 
したがって、プロジェクトでは、PA だけに特化した研修を行うことは想定しておらず、学校長や

校内指導教員に対して行われるワークショップに郡の PA が同席することにより、新たな知識や技術

を習得してもらうことを企図している。 
また、PA が習得した知識や技能を実践する機会を設け、さらにその実践経験や現場における課題

を郡内で共有する機会や他郡の優良事例を見る機会（スタディツアー等）を設けることにより、郡の

PA の能力強化を図ることに主眼をおく。 
 

４－８ 校内研修及びクラスター研修の質と持続性の関係について 
プロジェクトで取り入れている校内研修とクラスター研修は、基本的には外部講師に頼らず、学校

内クラスター内の同僚教員同士で実施するため、研修の質が参加者の質や取り組みによって決まる。

校内研修やクラスター研修は、基本的に参加者が固定されるため、ある程度回を重ねていくにつれて

参加者が学ぶことが少なくなり、活動が停滞していくことが一般的に見られる課題である。これを予

防する意味で、年 2 回の研修教材に関する研修は、校内指導教員、校長及び郡の PA に対して技術的

インプットが行われる数少ない機会として非常に重要である。研修の質が研修の継続性に影響を与え

るため、研修教材に関する年 2 回の研修の質を高いものにしていく必要がある。 
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４－９ 対象校の選定と拡大について 
プロジェクトは、全国普及が可能な校内研修のモデルを構築することを重視している。校内研修の

質を確保するためには、特に校内研修を始めた時点においては、PES の主要カウンターパートや日本

人専門家が実地指導を行う等手厚い支援が必要になるため、ある程度対象校の数を絞ることが必要で

ある。他方で、県内の全郡、全小学校に広げるためには、それなりのスピード感をもって、対象校を

増やす必要がある。量と質とのトレードオフの関係を十分に考慮に入れながら、対象校の選定と拡大

を行う必要がある。 
例えば、1 年目は各対象県から 3 郡程度を対象郡として選び、各対象郡から 1 ないし 2 クラスター

を選び、クラスター内の全学校を対象とする。2 年目は、対象郡内において 1 ないし 2 クラスターを

増やす。3 年目には、対象郡内でさらに対象クラスターを増やしつつ、同時に対象県内で対象郡を 1
ないし 2 郡増やす。このような段階的拡大を図ることにより、国、県、郡各レベルで、対象範囲を広

げていく経験を段階的に習得することを想定している。 
 

４－１０ 中等レベルにおけるパイロット実施について 
今回の調査では、これまでほとんどドナーの支援が行われていない前期中等レベルに対する支援を

望む声も多数聞かれた。若干の変更は要するものの、このモデルは中等レベルにおいても有効に機能

することが他国の事例でも証明されつつある。したがって、JICA が直接支援する活動としては、中

等レベルへの介入はプロジェクトの範囲内には含まれないが、近い将来に同様の校内研修・クラスタ

ー研修モデルを前期中等レベルでも導入することを考慮し、郡中心部のような便のよいところにある

1～2 校の中等学校で、中等レベルにおける実験的活動も並行して行うことが望ましい。 
 

４－１１ 全国普及モデルの開発と貧困地域校への配慮について 
 プロジェクトでは、全国に普及することのできる継続的校内研修のモデルを開発することを重視し

ているが、参加条件を設定しているため、資金的に比較的余裕のある郡や学校が対象校として選ばれ

る可能性が高い。その意味では、必ずしも全国のすべての学校に普及するモデルが開発されるとはい

いがたい。しかしながら、これまで自国政府の資金だけで持続可能な教員研修の仕組みがほとんど存

在しなかったラオスにおいて、比較的条件が整った学校が中心になる可能性が高いものの、ラオス側

の資金だけで持続可能な校内研修モデルを作り、提示していく意義は大きい。したがって、プロジェ

クトの活動として取り込む必要はないものの、ある程度モデルが形成された段階で貧困地域の学校に

対してモデルの適用を検討することを提言したい。 
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7 27

7 28
9 30 JICA
13 30 DTE

7 29
9 00 DPPE
10 20 DSE
15 00 DOF
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8 3
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２　詳細計画策定調査ミニッツ
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